
令和２年度事後評価 建設部

所属名 事務事業名 ページ番号
都市政策課 道路政策調整提案事務 2
都市政策課 治水政策調整提案事務 3
都市政策課 嘉瀬川ダム水没地内環境保全事業 4
都市政策課 空き家等対策事業 5
都市政策課 都市計画策定事業 6
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事務事業進捗報告シート
11 ~

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り
成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

実績 実績 実績

成果指標② 単位

R6
目標

実績

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等

事業主体である国及び県に対し、提案活動等を通じて、事業の促進を強く訴えていく。

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

成果指標① 単位

道路事業促進に関する提案項目の達成率 ％

R2 実績 R3
目標

R4

65

目標
R5

目標
R6

目標

実績 実績 実績 実績

73736565

うち佐賀市の
負担額 2,465

　　事業総額 2,465

事業主体（国・県）に対する佐賀地区建設関係合同期成会や九州国道協会等による提案活動の開催
①国交省、財務省への提案　7件
②各種団体による提案活動、各種大会への参加　８件
③佐賀地区建設関係合同期成会総会及び幹事会の開催　2件

令和2年度
主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

事業の対象者 道路利⽤者

年度
担当部署・係名 都市政策課　政策総務係 担当課⻑名 堤　雅文

総合計画に
おける位置づけ

政策 災害に強く、安⼼で利便性が⾼い暮らしが実感できるまち    
施策 道路ネットワークの充実

令和３年度
事務事業名 道路政策調整提案事務 事業期間 平成

基本事業 基幹交通網の整備による円滑な移動の確保

事業概要・目的

主要国県道の整備促進を図るため、関係市町が一体となって、事業主体（国・県）に対して地域の実情を訴え
るとともに、必要な事業等についての提案を⾏う。提案等については、関係市町を会員とした期成会等の組織によ
り⾏う。その期成会等の組織については、佐賀市が会⻑となり事務局をしているものが７団体、それ以外（会員
等）については８団体ある。
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2



事務事業進捗報告シート
11 ~

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り
成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

実績 実績 実績

成果指標② 単位

R6
目標

実績

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等

事業主体である国及び県に対し、提案活動等を通じて、事業の促進を強く訴えていく。

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

成果指標① 単位

治水利水事業促進に関する提案項目の達成率 ％

R2 実績 R3
目標

R4

64

目標
R5

目標
R6

目標

実績 実績 実績 実績

64646464

うち佐賀市の
負担額 2,523

　　事業総額 2,523

事業主体（国・県）に対する佐賀地区建設関係合同期成会や九州治水期成同盟連合会等による提案活動
の開催
①国交省、財務省への提案　5件
②各種団体による提案活動、各種大会への参加　4件
③佐賀地区建設関係合同期成会総会及び幹事会の開催　2件

令和2年度
主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

事業の対象者 河川流域住⺠・企業等

年度
担当部署・係名 都市政策課　政策総務係 担当課⻑名 堤　雅文

総合計画に
おける位置づけ

政策 災害に強く、安⼼で利便性が⾼い暮らしが実感できるまち    
施策 安全で美しい河川環境の適切な管理

令和３年度
事務事業名 治水政策調整提案事務 事業期間 平成

基本事業 治水対策等の充実

事業概要・目的

国又は県管轄の河川の整備促進を図るため、関係市町と一体となって、事業主体（国・県）に対して地域の実
情を訴えるとともに、必要な事業等についての提案を⾏う。提案等については、関係市町を会員とした期成会等の
組織により⾏う。その期成会等の組織については、佐賀市が会⻑となり事務局をしているものが４団体、それ以外
（会員等）については６団体ある。
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事務事業実績報告シート
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１　事務事業の基本情報

２　事業の活動実績

３　活動実績の推移に関する分析及び今後の⾒込み

ダム水没地内を地元地域の⼿によって良好な状態で維持管理を⾏うことは、ダム事業の目的に対する地域の理解を促し、災害に対
する備えと防災意識の向上につながるため、引き続き、活動量を維持しながら水没地内の環境保全に努め、荒廃防⽌の為の対策を
実施する。

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

活動実績② 単位

活動実績① 単位

延面積 ㎡

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

156,650

　　事業費総額 10,398
うち佐賀市の
負担額 0

根拠法令等

決算額の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本事業 治水対策等の充実

事業概要・目的
幹線道路沿線の除草作業等により荒廃の抑制を図るため、富⼠町内の関係区、団体等に業務委託をしている。
本体⼯事区域内に点在する無縁墓地の改葬業務については、平成１９年度で完了している。
嘉瀬川ダムは平成２３年度に完成しているが、水没地内の環境保全を引き続き⾏っていく。

事業の対象者 嘉瀬川ダム周辺の市⺠・団体

総合計画に
おける位置づけ

政策 災害に強く、安⼼で利便性が⾼い暮らしが実感できるまち    
施策 08安全で美しい河川環境の適切な管理

年度
担当部署・係名 富⼠支所　総務・地域振興グループ 担当課⻑名 富⼠支所⻑　川副光⾏

令和３年度

事務事業名 嘉瀬川ダム水没地内環境保全事業 事業期間 平成
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事務事業進捗報告シート
25 ~

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り

令和３年度
事務事業名 空き家等対策事業 事業期間 平成 年度

担当部署・係名 都市政策課 空き家対策室 担当課⻑名 堤　雅文

基本事業 生活に密着した環境問題の改善

事業概要・目的 空き家等の適正な管理を図ることにより、空き家の倒壊並びに空き家等における⽕災及び犯罪を未然に防⽌し、
もって市⺠の安全で安⼼な暮らしの実現及び良好な生活環境の保全に寄与する。

事業の対象者 市⺠

総合計画に
おける位置づけ

政策 恵まれた自然と共生し、人と地球にやさしいまち        
施策 暮らしに身近な生活環境の向上

〇苦情相談を受けた危険な空き家等について、現地調査及び所有者調査を実施し、所有者（管理者）に適正
管理を促す。
〇危険な状態が切迫した空き家等に対する、網掛けや一部撤去等の緊急安全措置⼯事を実施する。
〇危険な状態の空き家に対して50万円を限度に除却費の一部を助成。
〇空き家等情報登録制度の実施。

令和2年度
主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

　　事業総額 11,937
うち佐賀市の
負担額 11,937

成果指標① 単位

苦情対応件数 件

R2 実績 R3
目標

R4

300300300300

目標
R5

目標
R6

目標

実績 実績 実績 実績

409

R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

成果指標② 単位

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等

空き家対策事業においては、危険な空き家の是正措置等だけでなく、
空き家の発生防⽌や有効活⽤が重要となるため、対策計画に基づき関係部署や業界団体等との連携を図り事業を進めたい。

11

成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

空き家解体費助成件数 件

R2 実績
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事務事業実績報告シート

19 ~

１　事務事業の基本情報

２　事業の活動実績

３　活動実績の推移に関する分析及び今後の⾒込み

令和３年度

事務事業名 都市計画策定事業 事業期間 平成 年度
担当部署・係名 都市政策課 都市計画係 担当課⻑名 堤　雅文

基本事業 ⼟地の有効利⽤の推進

事業概要・目的 市⺠に対して都市計画に関する情報提供を円滑に⾏うため、市⺠向けＧＩＳ（庁内向けＧＩＳも対象）の都
市計画図を現況に即した図面に更新する。

事業の対象者 市⺠

総合計画に
おける位置づけ

政策 災害に強く、安⼼で利便性が⾼い暮らしが実感できるまち    
施策 計画的な⼟地利⽤の推進

根拠法令等 都市計画法

決算額の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

　　事業費総額 407
うち佐賀市の
負担額 407

活動実績① 単位

変更箇所数 件

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

2

今後も都市計画の決定・変更があれば、速やかに更新を⾏う。

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

活動実績② 単位
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